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１．研究計画の概要 

 高度に高齢化したわが国において、高齢者

の経済活動が経済システム全体に及ぼすイ

ンパクトはますます大きくなっている。中で

も、介護・福祉等に代表される諸サービス市

場(高齢者対象市場)の量的・質的な変化は、

供給主体の組織形態や、行政の関わり方、あ

るいは諸規制のあり方に大きな影響を与え

うるものである。 

 これらの背景のもと、本研究は、当該市場

の諸特性を検討し、供給組織の形態 (とりわ

け、非営利組織) と行動を分析し、社会保障

政策や消費者保護政策等の政策を評価する

ための基礎理論を形成することを課題とし

ている。 

 

２．研究の進捗状況 

 福祉や介護等の諸サービスの供給につい

て、当該市場に特有の情報のあり方、および

高齢者対象サービスに顕著な「関係性」の高

い取引の特性を組み入れ、供給組織形態とし

ての非営利組織と「関係財」との機能的関連

について分析を進めた。同時に、高齢者の経

済活動や関連諸制度に関するこれまでの研

究・実態調査等を用いて、具体的な問題の所

在、モデル設定の妥当性等について検討した。 

 経済行動に対する動機付けの要素として、

個人間の関係は、これまでの経済学ではほと

んど考慮されてこなかった。しかし近年、「関

係財」という概念を用いることによって、個

人間関係を明示的に分析に組み入れようと

する試みが展開されている。高齢者向け福祉

サービス供給の領域における非営利組織の

行動分析について、関係財概念を導入するこ

とによって、福祉サービスの取引にともなう

関係財の存在と、当該領域における営利組織

に対する非営利組織の機能的優位性との関

連について、一定の合理的説明を与えること

が可能となった。また、これらの研究を通じ

て、当該産業における供給組織の多様性の議

論だけではなく、非営利組織の経済的機能に

関する分析や、福祉多元論・福祉社会論とい

った経済秩序論や経済政策構想の議論、ある

いはソーシャル・キャピタルやコミュニティ

に関する諸議論などへと展開する可能性を

示すことができた。 



 

３．現在までの達成度 

  ② おおむね順調に進展している。 

 (理由) 

 サービスの関係性に着目し、関係財概念を

取りいれた考察は、非営利経済部門の役割が

大きい高齢者サービス市場の分析にとって、

一定の成果であると考えられる。 

 

４．今後の研究の推進方策 

 これまでの研究をさらに進めて、高齢者向

けサービス供給組織の経済行動に関する分

析、およびそれらの特質が経済システムの秩

序の中でどのように位置付けられるのかに

ついて考察する。特に、高齢者対象市場に特

有の情報のあり方、および高齢者対象サービ

スに顕著な「関係性」の高い取引の特性を組

み入れ、供給組織形態としての非営利組織と

「関係財」との機能的関連について分析を進

めたい。サービスの関係性という特質は、高

齢者向けサービスを含めた、さまざまな 

personal care service に共通した性質であ

ると考えられる。それらのサービスの生産-

消費において、「関係財」が取引の両主体の

間で共同生産・共同消費されているとする考

え方は、近年、ヨーロッパの研究者を中心に

理論的・実証的分析が展開している。それら

の研究展開を踏まえて、日本の関連する諸制

度(公的介護保険制度など)のもとでの非営

利組織行動の理論的研究を進める。 

 同時に、高齢者の経済活動や関連諸制度に

関するこれまでの研究・実態調査等を用いて、

具体的な問題の所在、モデル設定の妥当性等

について検討する。 

 これらの研究のために、理論面での当該研

究分野の研究者とならんで、社会学分野等の

研究者や、行政機関の実務者との意見交換、

およびそれらの分野での諸研究成果の調査

が必要となる。また、本研究に密接に関連す

る実態調査が行われている内外の諸地域や、

関連政策が実際に施行されている(あるいは

構想中である)自治体への調査・情報収集も、

本研究における理論分析の現実妥当性にと

って有用な役割をなすものである。 

 

５. 代表的な研究成果 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 
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